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事 務 事 業 の 概 要

１ 概 況

（１）事務所設置の経緯

我が国の地方行財政は、昭和22年に地方自治法が制定され、地方財政法、その他の諸制度が逐次整

備・確立されて以降、権限移譲や市町村合併など変化のダイナミズムを伴いながら発展を続けている。

こうした情勢の中で、中央各省庁等と緊密な連携のもとに県行政を展開するため、行政事務の連絡

及び情報収集等の業務を所管する目的で東京事務所が設置された。

（２）事務所の推移

昭和26年５月 静岡県東京事務所規則に基づき、中央区銀座西８丁目６番地に東京事務所を設置。

昭和34年４月 都道府県会館内に分室を設置。

昭和52年４月 都道府県会館本館４階に事務所を移転。分室を統合。

昭和58年４月 組織改正に伴い、東京物産事務所（昭和22年８月設置／八重洲事務所）を統合。

昭和62年４月 企業誘致を更に推進するため、企業誘致部を設置。

平成３年４月
効率的な体制構築のため、企業誘致部及び物産担当スタッフを廃止し、産業振興

部を設置。

平成８年１月
都道府県会館建て替え工事のため、東京都丸ノ内庁舎（千代田区丸ノ内）に仮移

転。

平成11年３月 道府県会館の完成に伴い、都道府県会館13階に移転。

平成11年４月

組織改革により産業振興部を廃止し、新たに産業振興スタッフを置き、そのうち

企業誘致部門を千代田区平河町に統合。国内外への情報発信ルートが集中する首

都圏において情報発信機能を強化するため、首都圏広報部長を新設。

平成12年４月

首都圏広報機能強化のため、産業振興スタッフを広報産業スタッフに改正。

物産観光業務を縮小し、人材確保事務を含めて都道府県会館に集約。八重洲事務

所を閉鎖。

平成25年４月 効率的な体制構築のため、渉外班と広報班を統合し、渉外広報班を設置。

令和４年４月 効率的な体制構築のため、総務班と渉外広報班を統合。

令和７年４月 組織改正によって企画部に所管替え。
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組 織 図

（令和７年６月30日現在）

渉外広報班 ７人

次長（渉外・企業誘致担当）

所長 企業誘致班 11人

次長（地域外交・広報担当）

国等への派遣 20人

（東京事務所兼務 14人）

職員数 43人

（その他会計年度任用職員等）

職名 人数

会計年度任用職員 ４人

班 長 １人

総括主査 １人

主 査 ３人

主 任 １人

技能長 １人

班 長 １人

主 査 ４人

主 任 ５人

主 事 １人

（うち主査２人は富士市、島田市から、

主任５人は焼津市、沼津市、伊東市、裾

野市、藤枝市から、主事１人は磐田市か

ら派遣）

主 任 10人

主 事 ７人

技 師 ３人

(主 任 ７人)

(主 事 ４人)

(技 師 ３人)

（主幹 １人）

（参事 １人）
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２ 事務・事業の目的、実績、評価及び改善

（１）多様な人的ネットワークの構築及び拡大

ア ふじのくに交流会の開催

首都圏在住の静岡県ゆかりのオピニオンリーダーに対し、静岡県の重点施策や魅力を伝え、本県へ

の理解の深化と支援を促すとともに、静岡県関係者との交流機会を創出することで、人的ネットワー

クの拡大、情報発信・収集機能の強化を図ることを目的として「ふじのくに交流会」を開催している。

令和７年度は省庁関係者とのネットワークを強化するため、省庁に近い会場で開催する。

【令和６年度実績】

【令和７年度計画】

イ 地域外交の推進

在京大使館との連携強化及びネットワークの拡大を目的として、大使等との面談や式典等への参加、

在京大使館静岡県視察ツアーを開催した。

【取組実績】

日時 令和６年10月21日（月）18時00分～20時15分

会場 京王プラザホテル（東京都新宿区西新宿）

内容

【第１部】県政報告

ž 静岡県知事 「幸福度日本一の静岡県」を目指して

【第２部】交流会

ž 静岡県産食材等を使用した飲食の提供

ž 県政ＰＲブースと呈茶ブースの設置

参加者 首都圏在住の静岡県ゆかりの方々（省庁、企業、県人会など） 395人

会費 参加者から会費を徴収（5,000円/人）

日時 令和７年10月29日（水）18時00分～20時15分

会場 ＡＮＡインターコンチネンタルホテル東京（東京都港区赤坂）

内容

【第１部】県政報告

ž 静岡県知事

【第２部】交流会

ž 静岡県産食材等を使用した飲食の提供

ž ＰＲブース等の設置

参加者 首都圏在住の静岡県ゆかりの方々（省庁、企業、県人会など） 約350人

会費 参加者から会費を徴収（5,000円/人を予定）

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

大使等との面談 14件 ０件

知事親書の伝達、意見交換等 17件 ８件

式典、イベントへの参加 12件 ５件

在京大使館静岡県視察ツアー ２回 ０回
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ウ ふるさと納税の促進

生まれ育った故郷を想い、その発展を願う気持ちを「応援団」としての形に表す「ふじのくに応援

寄附金（個人版ふるさと納税）」と、県の地方創生事業を応援する「企業版ふるさと納税」の周知及び

意識高揚に努めた。

【首都圏での納入実績】

＜評価＞

ふじのくに交流会の開催については、首都圏在住の県ゆかりのオピニオンリーダーや首都圏関係企業

と県内関係者の関係構築、首都圏への情報発信、ビジネス機会の創出等に寄与することができた。

また、地域外交の推進については、地域外交の重点国・地域を中心に、各国との情報交換やネットワ

ーキングに努め、地域外交課と連携を図りながら、信頼関係の強化、多様な交流の促進に努めた。

（２）国及び関係機関等との連絡調整 ・情報及び資料の収集

ア 国政、省庁関係情報の収集及び提案・要望活動

国会議員事務所、各省庁等から国の施策動向、予算編成、国会運営等に関する情報を収集し、関係

部局に提供した。また、関係部局や市町、団体の国への提案・要望活動を支援した。さらに本県の提

案・要望の国予算化等の実現を図ることを目的として、県政の重点施策・事業や国の予算編成に向け

た要望事項について、知事が県選出国会議員に説明する県政説明会の開催を支援した。

【取組実績】

イ 協議会、連絡会等への参加

各都道府県の省庁担当者で構成する協議会、連絡会に参加し、各省庁の政策等の情報を収集し関係

部局に提供した。

【参加している協議会、連絡会】

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

個人版

ふるさと納税

件 数 2,663件 44件

金 額 200,355,777円 3,059,000円

企業版

ふるさと納税

事業者数 41社 ４社

金 額 119,156,900円 5,700,000円

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

情報収集・提供 462件 215件

関係部局や市町等の要望活動の支援 260件 48件

県政説明会の開催支援 ２回 ０回

省庁名 団体名 構成員

国土

交通省

全国都道府県・政令指定都市国土交通省担当者連絡協議会 47都道府県、20政令市

中部・北陸ブロック東京事務所国土交通省担当者連絡会 ７県、４政令市

文部

科学省

全国都道府県在京文教担当者連絡協議会 47都道府県

関東ブロック文教担当者連絡協議会 10都県
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ウ 静岡県連絡調整官の活動

県政の行政課題に対応する調査や情報収集のため、静岡県連絡調整官が国等との調整や関係部局か

らの相談に応じた。

【取組実績】

エ 叙位、叙勲、褒章における連絡調整

地域において顕著な功労のあった方に係る関係省庁への上申に関する事前協議や連絡調整、物件受

領等を秘書課及び本庁担当課と連携して行った。また、春、秋の叙勲受章者の拝謁が円滑に行われる

よう支援した。

【取組実績】

※東京事務所において業務対応している人数のみ。

※皇居宮殿見学・謁見人数は配偶者・付添人を含む。

＜評価＞

国会議員、省庁、他都道府県及び県内市町との連絡や連携を密にしながら渉外活動を積極的に行っ

ている。このような活動を通じて拡大・強化してきた人的ネットワークは、今後の県勢発展に結びつ

く貴重な人的資産であるとともに、得られた情報は円滑な県政運営に非常に有用である。今後も、積

極的な渉外活動によって、中央との関係構築に努め、県政の推進に寄与することを目指す。

厚生

労働省

全国厚生労働省担当者連絡協議会 47都道府県、20政令市、27中核市

関東ブロック東京事務所厚生労働担当者連絡会 10都県

農林

水産省

農林水産省担当者連絡協議会 47都道府県

関東ブロック東京事務所等農林水産省担当者連絡会 10都県

経済

産業省

経済行政研究会 47都道府県、25市、1市長会

経済行政研究会関東ブロック 11都県、５市

総務省
全国総務省担当者連絡会 47都道府県、20政令市

関東ブロック東京事務所総務省担当者連絡会 10都県

内閣府 全国都道府県東京事務所内閣府担当者連絡会 47都道府県

環境省
東京事務所環境省担当者連絡会 47都道府県、20政令市、27中核市

関東ブロック東京事務所環境省担当者連絡会 11都県

外務省 全国都道府県・政令指定都市外務省担当者連絡協議会 47都道府県20政令市

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

調整・相談件数 54件 15件

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

叙位・叙勲・褒章対応 156人 48人

皇居宮殿見学・謁見対応 31人 17人
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（３）企業誘致

本社等の中枢機能が集中する首都圏において、企業立地推進課、産業イノベーション推進課、新産

業集積課、企業局、大阪事務所、県内市町等との密接な連携により、企業訪問を通じた設備投資情報

を収集した。また、業績伸長の著しい企業や今後工場･研究所の新設が予想される企業等へ県内の工業

団地等の用地情報等を提供し、企業誘致を推進した。

ア 企業立地情報の収集及び企業誘致活動

新規設備投資計画のある企業や県内での事業拡張計画のある企業への訪問をはじめ、企業の立地計画情

報が集まる建設、不動産、金融機関等との定期的な情報交換の機会を持ち、工業団地をはじめとする県内

の工業用地情報、補助金制度等の情報提供及び企業の立地動向の情報収集に努めた。

さらに、製造業を中心とした企業誘致に加え、若者・女性の県内への就業拡大と魅力ある雇用を創出す

るＩＣＴ・サービス関連企業の誘致に取り組んでいる。

また、具体的な立地計画を有する企業には、工業団地・民間遊休地等の用地情報や活用可能な支援制度

を提供・説明し、現地案内に結びつける等の誘致活動を行った。

なお、令和７年度は、企業誘致班内に分析力、営業力、仲介力を強化する体制を整備し、一層の誘致強

化を図っている。

【企業誘致活動の実績】

イ その他情報の収集・提供活動

首都圏で開催される展示会で企業ブースを訪問し、企業が有する製品・サービスの情報を収集するとと

もに、県内用地情報の提供を目的として新規に訪問を行うなど、企業誘致活動を行っている。

また、スタートアップ企業との接点を持つため、令和６年度に新たに配置されたスタートアップ共創推

進室長と連携し、首都圏のスタートアップ支援施設等を定期的に訪問し、情報収集や、本県に関心のある

企業との面談等の誘致活動を行っている。

＜評価＞

経済産業省の工場立地動向調査によると、令和６年（１月～12月）における全国の製造業等の工場

立地件数は854件（前年比6.9％増）と、立地件数は前年から増加の状況にある。

こうした中、本県の立地件数は、令和５年の47件とほぼ同じ46件であったが、全国順位は令和５年

３位から令和６年は５位となっている。

令和７年度は、さらなる立地件数の増加に向けて、各業界の投資動向の分析、本県への進出可能性

区分 令和６年度 令和７年度(６月末現在)

訪問

企業 1,093件 287件

仲介企業（金融・建設・不動産・設計） 252件 80件

公的団体・その他 415件 60件

計 1,760件 427件

来所 168件 40件

現地案内企業数 13社 １社

立地決定企業数 ８社 １社
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が高い企業の抽出、仲介企業の関係構築等に一層取り組んでいく。

（４）交流人口の拡大及び移住・定住の推進

ア 企業研修の誘致

交流人口の拡大のため、「企業研修の誘致による地方創生の推進に関する連携協定」に基づき、地域

課題の解決を図り、地方創生に寄与することを目的とした企業研修の誘致に取り組んでおり、現在は、

地域課題解決型研修I-campを実施している。

【I-Camp の実績】

イ 無人航空機の活用に関する協定の締結による地方創生の推進

地域課題の解決と地域産業の振興に寄与するため、「無人航空機の活用による地方創生の推進に関す

る連携協定」に基づき、ドローン・ロボティクスの技術の社会実装を図っている。

【取組状況】

ウ 静岡ＵＩターン就職サポートセンターとの連携 

「静岡ＵＩターン就職サポートセンター」が実施する各種セミナーや個別相談等の開催日程の情報

を来所者や関係各所に提供するとともに、雇用に関する支援を必要とする県内立地企業に同センター

の紹介を行った。

【静岡ＵＩターン就職サポートセンター活動実績（労働雇用政策課主管）】

※各人数は大学生、社会人の合計。

エ “ふじのくにに住みかえる”静岡県移住相談センターとの連携

「“ふじのくにに住みかえる”静岡県移住相談センター」が実施する相談業務やイベント開催等に関

開催場所 期間 参加者数

伊東市 令和６年７月～11月
合計15人

(首都圏５社12人・県内１社１人・市役所２人)

南伊豆町 令和６年10月～令和７年２月
合計15人

(首都圏４社10人・県内２社２人・町役場３人)

東伊豆町 令和７年７月～11月
合計16人

(首都圏５社13人・県内１社１人・町役場２人)

期間 内容

令和４年 ～ 随時 防災への活用に関する意見交換

令和４年 ～ 令和５年９月 協議会設立へ向けての意見交換

令和５年10月 伊豆東海岸広域地域循環共生圏協議会設立

令和５年10月 ～ 令和６年３月 伊豆東海岸広域地域循環共生圏事業計画策定

令和６年４月 ～ 事業計画に沿って事業実施

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

個別相談・カウンセリング 1,726人 296人

県内企業内定者 176人 22人
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する情報を、来所者や関係各所に提供するとともに、東京事務所のウェブサイトやＳＮＳで広報した。

【静岡県移住相談センター相談件数（くらし・環境部企画政策課主管）】

＜評価＞

企業研修の受入については、首都圏企業からの研修生が伊豆地域の市町に宿泊して受講しつつ、地

域課題の現場である農家や漁協等を訪問して意見交換を行うなど、交流人口の拡大に寄与できた。

また、無人航空機（ドローン）を活用した地方創生の推進に関しては、協議会が策定する計画に基

づき、活発な事業展開が期待され、長期的かつ広域的な視点での地域活性化に寄与するものと考えて

いる。

移住・定住の推進については、静岡ＵＩターン就職サポートセンター及び静岡県移住相談センター

に関する情報を積極的に発信した。その結果、移住者数は順調に推移するとともに、認定ＮＰＯ法人

ふるさと回帰支援センターが実施した「移住希望地ランキング」において、2020年から４年連続で全

国第１位、2024年は２位に選ばれており、上位を維持している。今後も両センターや関係部署と連携

して、本県で暮らす魅力を発信し、移住を促進していく。

（５）県行政の首都圏及び海外への広報

「国内外のメディア等とのネットワーク」及び「本県関係者やキーパーソンとの首都圏ネットワーク」

を充実・強化するとともに、これらを広聴・広報の基盤として活用し、効果的・効率的な広報を行う

ことにより、本県の魅力を国内外に発信した。

ア 「静岡ふるさと通信」の配信

職員が自ら集めた首都圏向けの県政情報や県の魅力情報を掲載した「静岡ふるさと通信」を首都圏

在住者にメールで配信している。

また、「静岡ふるさと通信」の配信に加えて、首都圏で開催される静岡関連イベントや県政情報を不

定期で配信している。

【静岡ふるさと通信の実績】

イ 首都圏の若年層と連携した広報事業

首都圏在住の若年層の静岡県への興味関心を喚起し、静岡県を就職や移住、観光先として認識して

もらうことで、本県の移住定住や関係人口を増やすことを目的として、首都圏の若年層と連携した広

報事業を実施した。

【令和６年度実績】

①若年層を活用した首都圏広報業務

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

相談件数 1,741人 415人

セミナー参加人数 191人 31人

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

配信件数 51件 15件

登録者数 1,366人 1,624人
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首都圏在住の大学生12人（うち静岡県出身者５人）が４チームに分かれ県内を取材。動画とパンフ

レットを作成。

②静岡県と首都圏在住の若年層の関係強化業務

首都圏在住の学生と連携して、県産品の販売、トークセッション、静岡ツアーを実施した。

ウ 国内外メディア等を活用した情報発信

都道府県記者クラブや首都圏のメディア等に全国に周知すべき県の施策やイベント等の情報を提供

し、首都圏メディア等に県政情報が掲載されるように働きかけた。

【メディア掲載実績】

エ 特定メディアとのタイアップ事業

世界お茶まつりの開催をＰＲするため、知事と世界お茶まつり実行委員会会長の徳川家広氏（徳川

宗家19代当主）との対談を実施した。

【令和６年度実績】

区分 内容

動画 4本配信、総視聴回数2,530回（６月末）

パンフレット 100部をふじのくに交流会で配布

区分 内容

県産品の販売

期間：令和７年２月18日～３月２日

場所：TOKYO TORCH銭瓶町ビルディング1階ぜにがめプレイス

（東京都千代田区大手町）

内容：学生が選定した県産品を販売

トークセッション

開催日：令和７年２月23日（日）13時～15時

場所：TOKYO TORCH銭瓶町ビルディング1階ぜにがめプレイス

（東京都千代田区大手町）

参加者数：25人（対面とオンライン）

内容：「やらまいか」実現への道！～静岡特集特別企画「道しるべ茶屋」～

をテーマに有識者が講演。

静岡ツアー

開催日：令和７年３月12日（水）、13日（木）

参加者数：各10人

内容：店舗の取扱商品の製造元を訪問

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

メディア掲載件数 26件 ５件

区分 内容

契約日 令和６年 11 月 25 日

タイアップメディア 株式会社読売連合広告社

掲載媒体 毎日新聞 東京本社版 朝刊 15 段 カラー

掲載日 令和７年２月 23 日
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オ ＰＲイベントへの支援・協力

首都圏で開催されるイベントへの出展や出展支援を通じて、県政や県の魅力の発信を行った。

【出展等の実績】

カ 「まんぷく静岡 in 東京」（ウェブサイト、ＳＮＳ、冊子）を活用した情報発信

首都圏での県産品の消費拡大等を目的として、東京事務所が運営するウェブサイトとＳＮＳで首都

圏の静岡ゆかりの飲食店や静岡に関する情報を発信した。

【ウェブサイト等の実績】

※フォロワー数はFacebook、Instagram、X の合計

キ 県政さわやかタウンミーティング

首都圏在住者の意見を施策に反映させるため、県政さわやかタウンミーティングを開催した。

【令和６年度実績】

＜評価＞

国内外のメディアへの情報提供、取材協力等により無料での記事化を図るなど、効果的・効率的な

首都圏広報を推進している。

また、静岡県東京事務所の持つ首都圏ネットワークや広報媒体を活用し、関係部署や民間企業が首

都圏で実施するイベント等の運営や集客を支援することで、静岡県ファンの獲得と関係人口の増加に

寄与している。

今後も、これまでに培ってきたノウハウを活かしながら、広報媒体・手法についてもさらに検討と

創意工夫を重ね、海外及び首都圏への静岡の魅力の情報発信を強化し、本県への移住・定住や関係人

口の拡大に寄与することを目指す。

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

出展回数 11件 ２件

出展支援回数 31件 ６件

区分 令和６年度 令和７年度（６月末現在）

ウェブサイト閲覧数 15万回 3.8万回

ＳＮＳ投稿数 274件 71件

ＳＮＳフォロワー数※ 1,752件 1,846件

区分 内容

実施日 令和６年12月２日

テーマ 首都圏在住者が静岡へ行く効果的な施策

参加者 首都圏在住の大学生７人
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職 員 調

(令和７年６月30日現在)

整理

番号
職 名 氏 名 事務分担 住 所 勤務年数 摘 要

１ 所長（事） 内藤 信一 事務所総括 □□ □□

２

次長

＜地域外交・広報担当＞

（事）

榎本 剛之
総務・地域外交・広

報総括
□□ □□

３

次長

＜渉外・企業誘致担当＞

（事）

池田 典由
渉外・企業誘致総

括、出納員
□□ □□

出納員

Ｒ７.４.１

(０年３月)

４ 班長（事） 村越 大

総務・渉外（宮内

庁、デジタル庁、経

産省）

□□ □□

会計事務職員

Ｒ５.４.１

(５年３月)

５ 総括主査(事) 鵜野 恭行

総務・渉外(農水省、

文部科学省)・地域外

交

□□ □□

会計事務職員

Ｒ６.４.１

(４年３月)

６ 主査（事） 知久 浩基
渉外(内閣府、厚労

省、会計検査院)
□□ □□

７ 主査（事） 和田 朋子

総務・渉外（外務

省、法務省、環境

省）・地域外交

□□ □□

８ 主査（技） 杉山 学之
渉外（財務省、国交

省、復興庁）
□□ □□

９ 主任（事） 堤 峻亮
渉外（総務省、消防

庁、人事院）
□□ □□

10 班長（事） 坪田 旨利 企業誘致 □□ □□

11 主査（事） 井出恵太郎 企業誘致 □□ □□

12 主査（事） 長谷川博紀 企業誘致 □□ □□
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整理

番号
職 名 氏 名 事務分担 住 所 勤務年数 摘 要

13 主査（事） 山田 裕貴 企業誘致 □□ □□
富士市から

派遣

14 主査（事） 阿部佑一郎 企業誘致 □□ □□
島田市から

派遣

15 主任（事） 岩本成之介 企業誘致 □□ □□
焼津市から

派遣

16 主任（事） 川端 一嘉 企業誘致 □□ □□
伊東市から

派遣

17 主任（事） 石井 俊平 企業誘致 □□ □□
裾野市から

派遣

18 主任（事） 望月沙輝都 企業誘致 □□ □□
沼津市から

派遣

19 主任（事） 竹井 流星 企業誘致 □□ □□
藤枝市から

派遣

20 主任（事） 鈴木 康介 企業誘致 □□ □□
磐田市から

派遣

21 技能長 今野 直人 公用車運転管理 □□ □□

22
会計年度

任用職員
並木 寛子 企業誘致 □□ □□

23
会計年度

任用職員
植竹江利子 企業誘致 □□ □□

24
会計年度

任用職員
清水 隆一 企業誘致 □□ □□

25
会計年度

任用職員
本多 仁子 事務補助 □□ □□

平均年数 １年３月
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整理

番号
職 名 氏 名 事務分担 住 所 勤務年数 摘 要

参事（事） 長谷川泰三 企業誘致 □□ □□

産業イノベ

ーション推

進課兼務

主幹（事） 佐谷 恭 企業誘致 □□ □□

産業イノベ

ーション推

進課兼務

主任（事） 金刺 晃平
総務省自治行政局財

政課
□□ □□ 派遣

主任（事） 三宅 崇介

総務省

自治行政局住民制度

課デジタル基盤推進

室

□□ □□ 派遣

主任（事） 杉山 拓也 政策研究大学院大学 □□ □□ 派遣

主事 久保田 亮

内 閣 府 政 策 統 括 官

（防災担当付）参事

官（総括担当）付

□□ □□ 派遣

主事 天野 潤
内閣官房内閣感染症

危機管理統括庁
□□ □□ 派遣

主事 渡辺萌々子
環境省大臣官房環境

政策課
□□ □□ 派遣

主任（事） 鈴木 祐人

気象庁

地震火山部管理課計

画係

□□ □□
危機管理部

総務課兼務

主任（事） 佐藤 利昭
独立行政法人

日本貿易振興機構
□□ □□

企業立地推

進課兼務

主任（事） 岸本 浩希
JA全農インターナシ

ョナル株式会社
□□ □□

マーケティ

ング課兼務

主任（事） 田中 浩志

経済産業省

製造産業局航空機武

器産業課次世代空モ

ビリティ政策室

□□ □□
新産業集積

課兼務

主任（事） 冨永 大輔

厚生労働省人材開発

統括官付海外人材育

成担当参事官室技能

実習業務指導室

□□ □□
産業人材課

兼務
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整理

番号
職 名 氏 名 事務分担 住 所 勤務年数 摘 要

主任（事） 墨岡 由花

内閣官房産業遺産の

世界遺産登録推進室

(併 )内閣府地方創生

推進事務局産業遺産

担当

□□ □□
富士山世界

遺産課兼務

主任（事） 鈴木 敬也

公益財団法人東京都

スポーツ文化事業団

デフリンピック準備

運営本部

□□ □□
スポーツ振

興課兼務

主事 新保 翔馬

内閣官房新しい地方

経済・生活環境創生

本部事務局（併）内

閣府地方創生推進事

務局

□□ □□
企画部企画

課兼務

主事 井田 昇吾

国土交通省

航空局航空ネットワ

ーク部首都圏空港課

□□ □□
空港管理課

兼務

主事 清水 智弘

スポーツ庁

参事官（民間スポー

ツ担当）付

□□ □□
スポーツ政

策課兼務

主事 鈴木 桃子 ソフトバンク（株） □□ □□
デジタル戦

略課兼務

技師 佐藤 李菜

厚生労働省

健康・生活衛生局健

康課保健指導室

□□ □□
健康増進課

兼務

技師 櫻田 晃市

国土交通省

住宅局参事官（建築

企画担当）付

□□ □□
住まいづく

り課兼務

技師 村木 貴哉

農林水産省

農産局果樹・茶グル

ープ茶業班

□□ □□
お茶振興課

兼務
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職員の年齢調

（令和７年６月30日現在）

年 齢 人 員 摘 要

２０歳未満 ０ 人

２０歳以上３０歳未満 ２

３０歳以上４０歳未満 ９

４０歳以上５０歳未満 ６

５０歳以上５６歳未満 ２

５６歳以上６１歳未満 ２

６１歳以上 ０

計 ２１ 平均年齢 ４０.１歳
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健康管理

１ 前年度受診状況

（注）１ 前年度末日現在在籍している職員について記載する。

２ 受診率算定に当たっては、休職・特休中、育休・産休・妊娠中、治療中及び海外派遣中等の

職員は、算定の対象から除く。

２ 本年度在籍者の健康管理区分結果

（注）１ 健康管理区分結果は、調書調製日現在在籍している職員（様式第２号－２の記載

対象者と同じ。）について記載する。

２ 本年度の健康管理区分結果が出ていない職員については、前年度の結果を記載し、

（ ）書きで再掲する。

３ 前年度に市町等へ派遣されていた職員等は、派遣先等の健康診断結果等に基づき、

該当箇所に記載する。

４ 本様式は別冊とする。

５ 警察署は、「Ｄ３」と「区分者計」の間に「区分なし」を追加して記載する。

区 分 内 容
(1) 未受診の理由

受 診 状 況
受診者数 １７人

職 員 数 １７人

受 診 率 １００％

県平均受診率 １００％

健 康 管 理 区 分 人 数
(1) 管理区分Ａ～Ｃ２該当者

に対する措置状況

(2) 未区分の理由

ア 産休・育休 人

イ 新 規 採 用 人

ウ 自己都合による未受診 人

エ そ の 他

（派遣元の市で受診） ６人

Ａ 休養のため必要な期間、勤務を休止させる。 人

Ｂ１
勤務時間を短縮し、時間外、休

日、宿日直勤務及び長期又は遠方

への出張をさける。また、必要に

応じ勤務場所、勤務内容の変更を

行う。

要 治 療 人

Ｂ２ 要経過観察 人

Ｃ１
勤務をほぼ平常に行ってよいが症状

によっては、時間外、休日、宿日

直勤務及び長期又は遠方への出張

等勤務に制限を加える必要があ

る。

要 治 療
１人

（１）

Ｃ２ 要経過観察 人

Ｄ１

平常の勤務でよい。

要 治 療
４人

（４）

Ｄ２ 要経過観察
６人

（６）

Ｄ３ 医 療 不 要
４人

（４）

区 分 者 計 １５人

未区分者数 ６人

合 計 ２１人
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職 員 配 置 調

（令和７年６月30日現在）

区 分 東京事務所 （派遣等） 計

所在地 東京都千代田区

平河町２丁目６番３号

担当区域

配

置

職

員

職員（事） １９名 （１９名） １９名（１９名）

職員（技） ２名 （３名） ２名（３名）

暫定再任用職員（事）

暫定再任用職員（技）

定年前再任用短時間勤

務職員（事）

定年前再任用短時間勤

務職員（技）

会計年度任用職員 （４名） （４名）

臨時的任用職員

計 ２１名（４名） （２２名） ２１名（２６名）
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現 金 出 納 調

（令和６年度）

（令和７年６月30日現在）

※令和７年度については、６月30日現在で執行なし

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において調製する。

２ 調製に当たっては、「財務会計システム」から各出先機関等にメールで送信される当該

様式により調製する。

３ 「区分」欄には、「目」名を記載する。

４ 財務事務所においては、税外収入について記載する。

保管現金有高調

（令和７年度）

（令和７年６月30日現在）

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において調製する。

２ 「現金保管者」欄には、所属及び補職名を記入する。

３ 「区分」欄には、調書調製日現在保管していた現金について、「 年 月 日現金領収分」、

「○○○継続的資金前渡」等と記入する。

区 分

受 入 額

払出額 残 高

出納員領収書

発行総額及び

枚数

現金払込調書兼

領収書総額及び枚数

越 高 受 高 計

雑 入

円 円

1,750,720

円

1,750,720

円

1,750,720

円

0

円

1,750,720

351枚

円

1,750,720

351枚

現 金 保 管 者 区 分 金 額 (円)

東京事務所 所長 内藤 信一
有料駐車場料、有料道路通行料、

駅入場料等継続的資金前渡

8,300
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預 金 調

（令和７年 ６月30日現在）

金融機関名 預金種類 口座番号 口座名義人 残 高 (円) 摘 要

静岡銀行

東京支店

無利息型

普通預金
0298082

静岡県東京事務所

資金前渡者

内藤 信一

0

静岡銀行

東京支店

無利息型

普通預金
0308767

(自振口）
静岡県東京事務所

資金前渡者

内藤 信一

0

ゆうちょ銀行 普通預金 11306981

静岡県東京事務所

資金前渡者

内藤 信一

35,000
継続的資金前渡

保管用

残高合計

（注）１ 本表は、本庁所管課・出先機関等において、調書調製日現在に保管している公金に関する預

貯金について記載する。ただし、共通様式第22号「公有財産調」及び第24号「基金の管理状況

調」に記載したものを除く。

２ 調書調製日現在、残高0円のものも記載する。

３「摘要」欄には、当該預金の用途を記載する。
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うち、前年度
からの繰越額分

(02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費 (05)広聴広報費 592,231 339,625

(02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費 (10)地域外交費 946,583 753,500

(06)スポーツ・文化観光費 (03)文化費 (01)文化事業費 977,603 0

1,538,814 1,093,125 0

(04)経営管理費 (01)経営管理費 (04)職員厚生費 0 1,557,050

(02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費 (10)地域外交費 0 924,000

0 2,481,050 0

(16)公有財産購入費 0 0

0 0 0

(06)政策推進費 115,500 0

(10)地域外交費 115,500 0

231,000 0 0

(02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費 (10)地域外交費 17,376,185 17,380,582

(06)スポーツ・文化観光費 (03)文化費 (01)観光費 230,000 230,000

17,606,185 17,610,582 0

(21)補償、補填
    及び賠償金

0 0

0 0 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執行済額    （円）

計

計

計

計

計

計

節    名 会   計 款 項 目
令和５年度 令和６年度

(12)委託料 (01)一般会計

(14)工事請負費 (01)一般会計

(17)備品購入費 (01)一般会計 (02)知事直轄組織費 (01)知事直轄組織費

(18)負担金、補助
    及び交付金

(01)一般会計
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（令和７年６月30日現在）

うち、前年度
からの繰越額分

(12)委託料 0

0 0

(14)工事請負費 0

0 0

(16)公有財産購入費 0

0 0

(17)備品購入費 0

0 0

(18)負担金、補助
    及び交付金

(01)一般会計 (02)企画費 (02)企画費 (08)東京事務所費 5,298,262

5,298,262 0

(21)補償、補填
    及び賠償金

0

0 0

委託料等歳出予算執行状況節別集計表

執行済額    （円）

計

計

計

計

計

計

節    名 会   計 款 項 目
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当初額
変  更
増減額

計

（事務関係） 円 円 円 円 円

7.4.30 339,625

小計 339,625

7.4.4 753,500

小計 753,500

2件 1,103,190 1,093,125 0 1,093,125 1,093,125

2件 1,103,190 1,093,125 0 1,093,125 1,093,125

委    託    料    に    関    す    る    調
（令和６年度）

契   約   金   額

事務関係  計

合     計

整理
番号

委  託
業務名

受託者
当    初
設計金額

契約締結
方    法

契約期間
支  出
年月日

金  額
委託業務
の 内 容

摘  要

1
「まんぷく静岡ｉ
ｎ東京」維持管理
業務委託

株式会社共立アイ
コム

349,690 339,625 0 339,625 随契
6.4.1
～

7.3.31

「まんぷく静岡ｉ
ｎ東京」ウェブサ
イト維持管理

随契1号
（少額）

2

令和６年度静岡県
東京事務所所管
コープ野村大塚給
水管・給湯管カメ
ラ調査

大洋建設株式会社 753,500 753,500 0 753,500 随契
7.2.7
～

7.3.19

大塚公舎給水管・
給湯管の損傷状況
カメラ調査N=7戸

随契1号
（少額）
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当初額
変  更
増減額

計

（事務関係） 円 円 円 円 円

小計 0

小計 0

2件 5,628,315 5,624,852 0 5,624,852 0

2件 5,628,315 5,624,852 0 5,624,852 0

委    託    料    に    関    す    る    調
（令和７年度）

（令和７年６月30日現在）

契   約   金   額

事務関係  計

合     計

整理
番号

委  託
業務名

受託者
当    初
設計金額

契約締結
方    法

契約期間
支  出
年月日

金  額
委託業務
の 内 容

摘  要

1
「まんぷく静岡ｉ
ｎ東京」維持管理
業務委託

株式会社共立アイ
コム

385,440 381,977 0 381,977 随契
7.4.1
～

8.3.31

「まんぷく静岡ｉ
ｎ東京」ウェブサ
イト維持管理

随契1号
（少額）

2
大塚職員住宅売却
業務委託

住友不動産ステッ
プ株式会社

5,242,875 5,242,875 0 5,242,875 随契
7.5.9
～

8.1.30

売却する大塚職員
住宅の物件調書作
成業務等

随契2号
（不適）
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整理番号 負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額 支出年月日

円

1
全国都道府県政令市国土交通省担当者
連絡協議会費

全国都道府県・政令指定都市
国土交通省担当者連絡協議会

会則 建設行政調査研究 15,000 6.4.19

2 関東ブロック東京事務所長会分担金 関東ブロック東京事務所長会 会則 連絡会 20,000 6.5.24

3
全国都道府県在京文教担当者連絡協議
会分担金

全国都道府県在京文教担当者連絡
協議会

規約 文教行政調査研究 5,000 6.5.24

4 (一社)静岡県人会会費 (一社)静岡県人会 会則 連絡会 30,000 6.5.31

5 静岡産直マルシェブース参加負担金 株式会社Ｔｅａｂｌｅ 要領 ブース参加費 29,700 6.6.21

6 経済行政研究会会費 経済行政研究会 規約 経済行政研究 5,000 6.6.17

7 中部圏研究会会費 中部圏研究会 規約 中部圏開発研究 24,000 6.6.19

8 (一財)地方自治研究機構賛助会費 (一財)地方自治研究機構 規程 自治行政資料情報 135,000 6.6.17

9 産業立地実務研修会参加負担金 (一財)日本立地センター 要領 企業誘致実務研修 40,000 6.6.28

10 全国東京事務所長会分担金 全国東京事務所長会 規約 連絡会 20,000 6.7.8

11 広報研修負担金 静岡県広報協会 要領 広報研修 10,000 6.8.19

12
清水エスパルス国立競技場のブース出
展料

株式会社エスパルス 要領 ブース参加費 120,450 6.10.31

13 産業用地整備実務研修会参加負担金 (一財)日本立地センター 要領 企業誘致実務研修 30,000 6.10.25

14 人間ドック事業参加負担金 地方職員共済組合静岡県支部長 要領 人間ドック 7,000 7.4.10

1,217,295 6.4.30

1,217,295 6.5.31

1,217,295 6.6.28

1,217,295 6.7.31

1,217,295 6.8.30

1,217,295 6.9.30

1,217,295 6.10.31

1,217,295 6.11.29

1,217,295 6.12.26

1,217,295 7.1.31

1,217,295 7.2.28

1,217,295 7.3.31

小　　計 14,607,540 ―

45,777 6.5.31

42,303 6.6.28

42,159 6.7.31

51,384 6.8.30

45,299 6.9.30

42,690 6.10.31

46,386 6.11.29

44,007 6.12.26

41,122 7.1.31

42,303 7.2.28

39,105 7.3.31

42,877 7.4.30

小　　計 525,412 ―

165,540 6.4.30

165,540 6.5.31

165,540 6.7.16

165,540 6.7.31

165,540 6.8.30

165,540 6.9.30

165,540 6.10.31

165,540 6.11.29

165,540 6.12.26

165,540 7.1.31

165,540 7.2.28

165,540 7.3.31

小　　計 1,986,480 ―

17件 17,610,582

負　担　金　支　出　調
（令和６年度）

計

15 都道府県会館の使用に係る負担金 (公財)都道府県センター 協定
管理費・共益費等

16
東京事務所の事務室等の使用に係る負
担金

(公財)都道府県センター 協定

電気・水道・電話
使用料

17 大塚公舎管理費 コープ野村大塚管理組合 規約
大塚公舎管理費等
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整理番号 負担金名 交付先 負担根拠 事業内容 負担金額 支出年月日

円

1
全国都道府県政令市国土交通省担当者
連絡協議会費

全国都道府県・政令指定都市
国土交通省担当者連絡協議会

会則 建設行政調査研究 15,000 7.4.18

2 関東ブロック東京事務所長会分担金 関東ブロック東京事務所長会 会則 連絡会 20,000 7.5.22

3
全国都道府県在京文教担当者連絡協議
会分担金

全国都道府県在京文教担当者連絡
協議会

規約 文教行政調査研究 5,000 7.6.4

4 (一財)地方自治研究機構賛助会費 (一財)地方自治研究機構 規程 自治行政資料情報 135,000 7.6.6

5 経済行政研究会会費 経済行政研究会 規約 経済行政研究 5,000 7.6.9

6 中部圏研究会会費 中部圏研究会 規約 中部圏開発研究 24,000 7.6.13

7
清水エスパルス国立競技場のブース出
展料

株式会社エスパルス 要領 ブース参加費 110,000 7.6.20

1,464,862 7.4.30

1,464,862 7.5.30

1,464,862 7.6.30

小　　計 4,394,586 ―

47,112 7.5.30

45,944 7.6.30

小　　計 93,056 ―

165,540 7.4.30

165,540 7.5.30

165,540 7.6.30

小　　計 496,620 ―

10件 5,298,262

負　担　金　支　出　調
（令和７年度）

（令和７年６月30日現在）

計

8 都道府県会館の使用に係る負担金 (公財)都道府県センター 協定
管理費・共益費等

9
東京事務所の事務室等の使用に係る負
担金

(公財)都道府県センター 協定

電気・水道・電話
使用料

10 大塚公舎管理費 コープ野村大塚管理組合 規約
大塚公舎管理費等
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建 築 工

（注）１ 本表は、建築工事を執行する本庁所管課・出先機関等において調製すること。ただし、本

庁で調製するものについては、かいに令達した建築工事は記載することを要しない。

２ かいにおいては、令達分の後に参考として、本庁経理分も併せて記載すること。

（再配当先による他のかいへの令達を含む。）

３ 「契約締結方法」欄には、制限付き一般競争入札は「一般」、公募型指名競争入札は「公

募」、指名競争入札は「指名」、不調随意契約は「不随」、随意契約は「随契」の区分を記

載する。

４ 「工事概要」欄には、新築、改築、増築、修繕等その内容を詳細に記載すること。

５ 「摘要」欄には、次の事項を記載すること。

(1) 令達年月日及び最終支払年月日を記載すること。

(2) 本庁経理分（再配当先による他のかいへの令達を含む）の執行課・所名を記載すること。

整理

番号
予 算 科 目 工 事 名 工 事 箇 所

当 初

設計金額

契 約 金

当 初 額 変更増減額

１ 職員住宅等維

持補修費

令和6年度静岡県

東京事務所所管静

岡県職員大森住宅

ポンプ設備交換工

事

東京都大田区山

王地内

円

1,557,050

円

1,557,050

円

0

（内訳）

建築工事

1 件 円

1,557,050

円

1,557,050

円

0

電気工事

衛生工事

小 計

1 件 円

1,557,050

円

1,557,050

円

0

敷地造成工事

小 計
件

計
1 件 円

1,557,050

円

1,557,050

円

0

修繕工事
1 件 円

1,557,050

円

1,557,050

円

0

改築工事

計
1 件 円

1,557,050

円

1,557,050

円

0

合 計
1 件 円

1,557,050

円

1,557,050

円

0
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事 調 （令和7年度）

（令和7年6月30日現在）

(3) 随意契約については、摘要欄に地方自治法施行令第167条の2による該当号等を記載する。

＊ 記載方法…随契1号（少額）、随契2号（不適）、随契5号（緊急）、随契6号（不利）、随契7号（有利）

(4) 債務工事は○○債務（○○は債務負担行為開始年度）、繰越工事は△△繰越（△△は繰越

事由の発生年度）及び繰越工事調の「頁／整理番号」を併記する。

６ 設備系施設の修繕工事や改築工事も本様式を使用する。

７ 「公有財産台帳」欄には、財産事務取扱者（財産を分掌する課又はかいの長）が公有財産台

帳の異動手続き済みの場合『済』、調書調製日以降に異動手続き予定の場合『予』、公有財産

台帳の異動に該当しない場合は「－」と記入する。
８ その他記入要領は、「様式第１７号」に準ずるものとする。

額 契約

締結

方法

受 注 者

着 手

完成(予 定)

年 月 日

支 出 済 額 工 事 概 要
公有財

産台帳
摘 要

計

円

1,557,050
随契

株式会社Ｋ－Ｃ

ＯＮＮＥＣＴ

令和６年10月2日

令 和 7年 1月 1 7日

円

1,557,050

ポンプ設備交
換工事N=1式

－

令達：

令 和 6年 9月 3日

支払：

令和7年2月13日

随契１号

（少額）

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050

円

1,557,050
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公 有 財 産 調

（令和７年度）

区分

令和６年3月31日

現 在

増 減

令和７年3月31日

現 在 摘要

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

数量又

は面積

台 帳

価 格

普通財産
千円

59,859

千円 千円 千円

57,810

土地 150.28㎡ 57,810 150.28㎡ 57,810

建物
388.34㎡

482.95㎡
2,049

388.34㎡

482.95㎡
0

公有財産に準ずるもの 84 84

電話加入権 2件 84 2件 84
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台帳 現況 年   額
㎡ 戸 円 戸 円

50.36 自 07. 4. 1

71.46 至 09. 3.31

33.12 自 05. 4. 1

48.71 至 09. 3.31

33.12 自 05. 4. 1

48.71 至 09. 3.31

28.44 自 06. 4. 1

36.01 至 08. 3.31

29.16 自 05. 4. 1

36.73 至 09. 3.31

28.44 自 06. 4. 1

36.01 至 08. 3.31

25.20 自 05. 4. 1

33.98 至 09. 3.31

26.04 自 05. 4. 1

34.44 至 09. 3.31

25.16 自 06. 3.30

28.17 至 08. 3.29

25.16 自 06. 3.30

28.17 至 08. 3.29

25.30 自 06. 3.30

30.36 至 08. 3.31

20.73 自 07. 3.29

23.61 至 09. 3.28

20.21 自 07. 3.29

24.05 至 09. 3.28

20.21 自 07. 3.29

24.05 至 09. 3.28

20.21 自 07. 3.29

24.05 至 09. 3.28

20.40 自 07. 3.29

23.96 至 09. 3.28

20.70 自 07. 3.29

20.70 至 09. 3.28

20.70 自 07. 3.29

20.70 至 09. 3.28

20.70 自 07. 3.29

20.70 至 09. 3.28

20.26 自 07. 3.29

20.26 至 09. 3.28

20.26 自 07. 3.29

20.26 至 09. 3.28

借    地    借    家    等    調
（令和7年6月30日現在）

地目 借     料

単価（月額）

整理
番号

区分 種別 所  在  地
数量又
は面積

契  約
期　間

所有者又は
契約者氏名

用    途

1 建物
住宅
建

港区六本木
1-9-35

SRC
20階

森ﾋﾞﾙ
株式会社

職員住居用
六本木ﾋﾞｭｰﾀﾜｰ

1709号室
× 1 240,000 × 1 2,880,000

2 〃 〃
杉並区荻窪

5-8-9
RC
6階

× 1 122,000 × 1 1,464,000 個人
〃

ｶｰｻｰ･ｵｷﾞｸﾎﾞ
306号室

3 〃 〃 〃 〃 × 1 123,000 × 1 1,476,000 個人
〃

ｶｰｻｰ･ｵｷﾞｸﾎﾞ
402号室

4 〃 〃
中野区本町

6-14-8
SRC
8階

× 1 92,000 × 1 1,104,000 個人
〃

ﾒｿﾞﾝﾍﾞﾙﾚｰﾌﾞ
301号室

5 〃 〃 〃 〃 × 1 103,000 × 1 1,236,000 〃
〃
〃

402号室

6 〃 〃 〃 〃 × 1 98,000 × 1 1,176,000 〃
〃
〃

701号室

7 〃 〃
文京区千駄木

4-14-1
RC

15階
× 1 121,000 × 1 1,452,000

三井住友信
託銀行

株式会社

〃
ﾌﾟﾗｳﾄﾞﾌﾗｯﾄ文京千

駄木
303号室

8 〃 〃 〃
RC

15階
× 1 125,000 × 1 1,500,000 〃

〃
ﾌﾟﾗｳﾄﾞﾌﾗｯﾄ文京千

駄木
904号室

9 〃 〃
文京区小日向

2-1-30
RC
4階

× 1 121,000 × 1 1,452,000
三菱UFJ信託

銀行
株式会社

〃
ｸﾞﾗﾝﾊﾟｾｵ文京

小日向
105号室

10 〃 〃 〃
RC
4階

× 1 121,000 × 1 1,452,000 〃

〃
ｸﾞﾗﾝﾊﾟｾｵ文京

小日向
109号室

11 〃 〃
江東区亀戸
6-57-23

RC
14階

× 1 128,000 × 1 1,536,000
野村不動産
ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ
株式会社

〃
ﾌﾟﾗｳﾄﾞﾌﾗｯﾄ亀戸ｽ

ﾃｰｼｮﾝﾌﾟﾚｲｽ
1302号室

12 〃 〃
川崎市川崎区榎町

7-2
RC

13階
× 1 112,000 × 1 1,344,000

株式会社
マイナビ

〃
GENOVIA川崎Ⅳ

skygarden
404号室

13 〃 〃 〃 〃 × 1 114,000 × 1 1,368,000 〃
〃
〃

1001号室

14 〃 〃 〃 〃 × 1 114,000 × 1 1,368,000 〃
〃
〃

1002号室

15 〃 〃 〃 〃 × 1 115,000 × 1 1,380,000 〃
〃
〃

1101号室

16 〃 〃
川崎市川崎区本町

2-11-6
RC
9階

× 1 106,000 × 1 1,272,000 〃

〃
プレール・ドゥー

ク川崎Ⅲ
504号室

17 〃 〃 北区志茂2-11-7
RC
4階

× 1 117,000 × 1 1,404,000 〃
〃

Norn Akabane
203号室

18 〃 〃 〃 〃 × 1 118,000 × 1 1,416,000 〃
〃
〃

303号室

19 〃 〃 〃 〃 × 1 117,000 × 1 1,404,000 〃
〃
〃

403号室

20 〃 〃 〃 〃 × 1 118,000 × 1 1,416,000 〃
〃
〃

302号室

21 〃 〃 〃 〃 × 1 117,000 × 1 1,404,000 〃
〃
〃

402号室

計 533.88 30,504,000
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事務機器等の債務負担行為又は長期継続契約に係る調

（令和７年６月30日現在）

区 分

事業名又は契約

名

内 容

（契約額の年度別内訳）

契約額
R6年度 R7年度 8年度 9年度 10年度

債務負担

行 為

（契約日）

円 円 円 円 円

（契約日）

長期継続

契 約

電子複写機賃貸

借及び使用契約

電子複写機賃貸借

（契約日）

令和6年4月1日

3,703,920円 740,784 740,784 740,784 740,784 740,784

（契約日）
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整理
番号

所   在   地 建築年月 構造
管理戸
(室)数

A

入居戸
(室)数

B

Ｂの内他事務
所職員入居戸

(室)数

空家戸
(室)数
(A-B)

摘要

1
豊島区西巣鴨1-7-20
（大塚公舎）

昭和53年3月 非木造 7 7 6 0

区分所有
内閣府 2
国土交通省 1
文科省 1
総務省 1
CIC TOKYO（産業ｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ推進課） 1

2
港区六本木1-9-35
（所長公舎）

平成5年9月 〃 1 1 0 0 借家

3
杉並区荻窪5-8-9
（荻窪公舎）

平成7年3月 〃 2 2 2 0
借家
地方税共同機構 1
環境省　1

4
中野区本町6-14-8
（新中野公舎）

平成10年2月 〃 3 3 2 0
借家
気象庁 1
厚労省 1

5
文京区千駄木4-14-1
（千駄木公舎）

令和5年2月 〃 2 2 1 0
借家
厚労省 1

6
文京区小日向2-1-30
（小日向公舎）

令和5年3月 〃 2 2 2 0
借家
ソフトバンク 1
総務省外郭団体 1

7
江東区亀戸6-57-23
（亀戸公舎）

令和5年11月 〃 1 1 1 0
借家
内閣府 1

8
川崎市川崎区榎町7-2
（川崎１公舎）

令和5年1月 〃 4 4 3 0

借家
農水省 1
国交省 1
内閣府 1

9
川崎市川崎区本町2-11-6
（川崎２公舎）

令和4年3月 〃 1 1 0 0
借家

10
北区志茂2-11-7
（赤羽公舎）

令和6年10月 〃 5 5 1 0
借家
消防庁 1

28 28 12 0

（参考）静岡県職員大森住宅（職員厚生課所管）

整理
番号

所   在   地 建築年月 構造
管理戸
(室)数

A

入居戸
(室)数

B

Ｂの内他事務
所職員入居戸

(室)数

空家戸
(室)数
(A-B)

摘要

- 大田区山王4-1-17 昭和60年5月 非木造 12 11 8 1

総務省 1
国土交通省 2
JA 1
厚労省 1
経産省 1
スポーツ庁 1
東京都スポーツ文化事
業団 1

職  員  公  舎  管  理  状  況  調

（令和7年6月30日現在）

計
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(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

01-01

01-02

01-03

01-04

01-10

02-01

02-02

08-01

09-01

机類

台類

いす類

収納保管庫類

印判類

情報処理機器類

情報伝達機器類

車両類

標本美術品

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

17

1

12

4

3

9

2

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

17

1

12

4

3

9

2

1

2

　　　　　　　　　

備 品  ・図 書 調
1 1/ 頁

所属 0000114221知事直轄組織　東京事務所

(　　　　　)令和 6年度

区 分
現在
3月31日
令和 6年

51

増 減

数 量 購 入 価 格
 　  (円)

数 量 売 却 価 格
 (円) 現在

(　　　　 ) (　　　　 )0
0

0
0
0

0 51

ZMB0040

ZMRB0040

令和 7年
 3月31日

計
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(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

(　　　　 )

01-01

01-02

01-03

01-04

01-10

02-01

02-02

08-01

09-01

机類

台類

いす類

収納保管庫類

印判類

情報処理機器類

情報伝達機器類

車両類

標本美術品

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

17

1

12

4

3

9

2

1

2

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0
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備 品  ・図 書 調
1 1/ 頁

所属 0000110121企画部　東京事務所

(　　　　　)令和 7年度

区 分
現在
3月31日
令和 7年

51

増 減

数 量 購 入 価 格
 　  (円)

数 量 売 却 価 格
 (円) 現在

(　　　　 ) (　　　　 )0
0

0
0
0

0 51

ZMB0040

ZMRB0040

令和 7年
 6月30日

計
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大・中 小

1 01-03 長椅子
長椅子
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 509,250

2 01-01 テーブル
センターテーブル
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 346,500

3 02-02 テレビ
テレビ
シャープ　ＬＣ－3

月５日(年間60日）知事、
副知事等が上京時に使用

平成17年８月 266,700

4 01-03 肘掛椅子
安楽椅子
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 256,200

5 01-03 肘掛椅子
安楽椅子
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 256,200

6 01-03 肘掛椅子
安楽椅子
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 256,200

7 01-03 肘掛椅子
安楽椅子
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 256,200

8 01-03 肘掛椅子
安楽椅子
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 256,200

9 01-03 肘掛椅子
安楽椅子
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 256,200

10 01-03 肘掛椅子
安楽椅子
オカムラ　プレビア

月10日(年間120日）応接
及び長時間の会議に使用

平成11年３月 256,200

11 02-01 ノートパソコン
ノートパソコン
Lenovo

月15日(年間180日)         
CMS操作、動画作成に使用

令和４年３月 250,800

12 02-01 ノートパソコン
ノートパソコン
NEC

毎日(年間242日) 会計年
度任用職員の事務作業に
使用

令和４年12月 222,200

13 01-01 テーブル
会議用テーブル
オカムラ　4Ｌ76

毎日(年間242日)          
会議及び打合せに使用

平成11年３月 220,500

主  要  備  品  調
（令和７年６月30日現在）

区    分整理
番号

品名・規格 利用状況
購入
年月

購入金額
(円)
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公務中の事故等に関する調

１ 現金、財産及び占有動産の亡失・損傷事故

な し

２ 公務災害（通勤災害を含む。）

な し

３ 公務中（通勤途上を含む。）における交通事故

(1) 発生状況

(2) 監査対象期間中の事故

な し

４ その他

な し

区 分 件 数

事故の内訳

加害事故

（過失割合

50％超）

被害事故

（過失割合

50％以下）

その他

（過失割合が不

明なもの等）

令和３年度 － － － －

令和４年度 － － － －

令和５年度 － － － －

令和６年度 － － － －

令和７年度 － － － －
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工事中の事故に関する調

１ 工事中の事故発生状況（年度単位で記載する）

（令和７年６月30日 現在）

２ 工事中の事故の内容

該当なし

区分
第三者事故 工事等の関係者事故 もらい事故

件数 死亡 重傷 軽傷 損害のみ 件数 死亡 重症 重症以外 件数 死傷

前々年度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人

前 年 度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人

本 年 度 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０件 ０人 ０人 ０人 ０件 ０人
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前回の監査結果等改善状況調

１ 定 期 監 査

前 回 監 査 令和６年９月６日

前回監査対象期間 令和５年９月１日～令和６年６月30日

区 分 改 善 状 況

１ 指 摘
該当なし

２ 注 意
該当なし

３ 意 見
該当なし

４ 指 導

該当なし
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